
大野市公共下水道事業審議会

令和５年１２月１９日

資料２

大野市くらし環境部上下水道課

1

１．汚水処理について

２．汚水処理施設の進捗状況

３．汚水処理施設の利用状況（水洗化率）

４．水洗化率向上の対策

５．下水道事業の経営

６．経営改善に向けた取組
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１．汚水処理について
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単独浄化槽

処理されず放流

汚水とは・・・

生活雑排水は
そのまま流れます

川・側溝が
汚れます

くみ取り式は側溝
に流れません

汚水の一部が流れます

川
・
側
溝

風呂 約２０％ 台所 約４０％

洗濯等 約１０％

生活雑排水 約７０％
トイレ（し尿）
約３０％

公共下水道は９９％以上、合併処理浄化槽は９０％以上のBODを除去し放流します。

単独処理浄化槽の性能はBOD除去率６０％以上なのですが、生活雑排水は処理されないため、
生活排水のBODの約８０％が未処理のまま放流されてしまいます。

公共下水道は９９％以上、合併処理浄化槽は９０％以上のBODを除去し放流します。

単独処理浄化槽の性能はBOD除去率６０％以上なのですが、生活雑排水は処理されないため、
生活排水のBODの約８０％が未処理のまま放流されてしまいます。
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こ
れ
だ
け
の
量

を
流
し
た
ら…

生活雑排水

生活排水の中の汚れの割合

BOD：水の汚れを表す指標の一つで数

値が大きいほど汚れていることを表します。

水
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下水道の目的

川・海がきれいになります

生活環境がよくなります

・トイレの水洗化
・生活環境の改善
・公共用水域の保全
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集合処理方式

個別処理方式

農業集落排水

公共下水道

合併処理浄化槽

本市の汚水処理の方法（広義の下水道の種類）
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汚水処理方法と整備区域のすみ分け（エリアマップ）

公共下水道事業、

農業集落排水事業、

合併処理浄化槽設置事業

経済比較

汚水処理施設整備構想図

（エリアマップ）

整 備
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公 共 917.5ha
農 集 423ha
浄化槽 424ha

汚水処理施設整備構想図（エリアマップ）

9

大野市生活排水処理基本計画（汚水処理に係る法定計画）

第六次大野市総合計画県 汚水処理施設整備構想

公共下水道
基本計画

公共下水道
ストックマネジメント計画

農業集落排水
最適整備構想

下水道事業経営戦略（R3-12）

し尿処理施設
整備計画

汚水処理施設最適化計画（R3）

大野市公共下水道
事業審議会

＜地元調整（農業集落排水）＞
・ 使用料の検討
・ 工事負担金（基金の取扱い）

大野市汚水処理施設整備構想（エリアマップ＝汚水処理手法の選定・整備区域の設定）

公共下水道 農業集落排水 浄化槽
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２．汚水処理施設の整備状況
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○整備計画

既計画 ９１７．５ha

既認可 ９０２．８ha

○令和４年度末現在

整備済区域 約７３８．９ha 

整備率

（対既計画） ８０.５%

（対既認可） ８１．８％

公共下水道の整備状況
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農集、合併処理浄化槽の整備状況

整備状況

農業集落排水 整備完了

合併処理浄化槽
（浄化槽）

• 浄化槽は市が補助を行い個人が設置
（整備）する

• 令和４年度末時点で
利用者 2,027人
区域内の人口 3,６４０人
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大野市の汚水処理施設の普及状況（R４末）

• 汚水処理施設の普及状況を示す指標として
「汚水処理人口普及率」があります。

大野市の汚水処理人口普及率

（①＋②）÷大野市の総人口＝8７.６％

①公共下水道と農業集落排水の供用開始区域内人口

（公共下水道と農業集落排水を使える区域内の人口）

②合併処理浄化槽を利用している人口
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福井県内市町の汚水処理人口普及率（R４末）

汚水処理
人口普及率

公共下水道 農業集落排水 合併処理浄化槽

福井県平均 9７.４% 8３.０% 1０.７% ３.８%

大野市 8７.６% 5７.８% 19.２% 1０.６%

（福井県HPより）
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３．汚水処理施設の利用状況
（水洗化率）
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水洗化率

・整備された施設が利用されないと汚水処理につながらない

施設 整備主体

合併処理浄化槽 住民（市が設置補助）

公共下水道 行政（住民負担金あり）

農業集落排水 行政（地元負担金あり）

道路に下水道管が入って
も、住民が家の排水を下水
道管に接続しないと汚水処
理につながらない

設置完了により汚水処理
開始

• 住民が下水道に接続しないと、または浄化槽を設置しな
いと汚水処理につながらない

• 汚水処理がされている状況を表す指標として「水洗化率」
があります。
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公共下水道の水洗化率
（令和４年度末）

供用開始区域面積 ６１９．６ha

対象世帯数 ６,８８２世帯

汚水処理人口 １７,７９９人…①

うち接続世帯数 ２,513世帯

接続人口 ７,１０３人…②

水洗化率（人口比率 ②/①）

３９.９％
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各汚水処理による水洗化率（Ｒ４末）

汚水処理施設整
備構想の区域

①人口 ②汚水処理施設の利用者
水洗化率 ②/①
（令和４年度末）

公共下水道の
供用開始区域

１７，７９９人
公共下水道の利用者

7,103人
３９．９％

農業集落排水の
供用開始区域

５，９００人
農業集落排水の利用者

５，６０９人
９５．１％

上記以外の区域 ７，０６８人
合併処理浄化槽の利用者

２，０２７人
２８．７％

• 合併処理浄化槽区域内での水洗化率は、本市だけではなく他市もよくない

（公共下水道や農業集落排水の整備がほぼ完了している他市でも、

汚水処理人口普及率が１００％に到達していないため）

• 本市は、公共下水道の水洗化率が伸びないことが課題
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４．水洗化率向上の対策
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水洗化率向上の対策

１．普及啓発
• 広報おおの9月号 特集記事
• 下水道の日（９/10）パネル展・広報特集
• 上下水道を巡る学習 親子ポタリング

２．加入促進
• 職員による戸別訪問

（毎年６００件）

３．工事費等の補助

• 接続費の借入利息補助
• 補助なし合併浄化槽利用者

への接続補助
• ご近所接続奨励金
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広報おおの令和５年９月号
掲載（一部抜粋）

５．下水道事業の経営
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大野市下水道事業経営戦略より
～令和４年３月改定～

（１）公共下水道事業の投資・財政計画
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（２）農業集落排水事業の投資・財政計画
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建設改良費
（百万円）
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６．経営改善に向けた取組
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大野市下水道事業経営戦略
令和４年３月改定

第6章 経営の基本方針
６－１．基本方針

豊かな自然の中で快適に暮らせるまちを目指し、下水道
の整備を進め施設の適切な維持管理を行います。また、下水
道事業の持続可能な経営に努めます。
６－２．主要施策
１ 未普及対策の推進
２ 加入促進（公共下水道）
３ 老朽化対策（公共下水道、農業集落排水）
４ 最適化の推進
５ 事業の効率化、経営の健全化（公共下水道、農業集落

排水）
６ 経営基盤や財政マネジメントの向上（農業集落排水）
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